
今後の取り組み

運用等検証事項(条例26条１項) 条例改正等対象事項（2項）

1 議長、副議長選挙の透明化 第6条
立候補制、所信表明等を実
施していない

要検討

立候補等に関する規定を
定め、市民に分かりやす
い正副議長選挙のあり方
を研究します

・ここ数年申し合わせの規定を適用
せず、立候補制による所信表明を
行わない年があった。

・立候補しない議員への投票も有効
なため、市民にも議員にも分かりにく
い。

条例で制定している趣旨を議員
全体で共有化し、理解を進め
る。

継続

2 議会だよりの発行
音訳版(声の市議会だより)を
含め、年４回発行している

継続

・平成27年9月に広報広聴委員会設
置。
・定例会閉会後、年４回発行してい
る。平成28年1月からは音訳版も発
行している。

・月１回簡単な議会報告ができない
か。
・大項目１問掲載を、文字数を減ら
し２問掲載可能としてはどうか。
・若い世代にも読んでみようかなと思
える工夫を。

市広報との一体化の議論もある
が、市民皆様に積極的に読んで
もらえる工夫にも努力する。

継続

3 議会ホームページの更新
会議録検索や映像配信を含
め、主な事項を掲載

継続

・概ね主要な事項は掲載できてい
る。
・会議録検索や映像配信もできてい
る。
・掲載すべき事項があれば追加して
いる。

・部署によるばらつき(内容にばらつ
き)がある。
・情報の検索がわかりにくい。

ホームページ運用管理の工夫
に努めていく。

継続

4 会議日程の公表

代表質問・一般質問の各質
問日の発言者数を定めた予
定表を含め、ホームページで
公表している

継続

・ホームページで公表している。
・会議録検索や映像配信もできてい
る。
・平成29年第１回定例会から一般質
問の予定も公表している。

・ライブ中継の公表を前日にすぺ
き。
・視察日程・内容の公表。

会議日程や行事予定が決定
議、速やかに公表することに努
める。

継続

5 議案に対する賛否の公表
議会だより及びホームページ
で公表

継続
・議会だよりとホームページで公表し
ている。

・議案内容が画面上に提示されるよ
うにした。
・委員会決定への賛否ではなく、
元々の議案請願に対する賛否で公
表。

議案や請願への賛否の結果報
告が、わかりやすい提示の仕方
を検討していく。

継続

6
請願提案者の意見陳述の機会の
場の設定

請願者の意見陳述に関する
要領を制定し、H28年中の請
願4件中、全て請願者の意見
陳述あり

継続 ・概ね場の設定ができている。 ・要項どおり運用できている。 継続

7
市民の皆さまとの意見交換会の実
施

第８条
広報広聴委員会が中心とな
り、全議員で役割分担し、年2
回定期的に実施している

改善・
拡充

市民の要望が多い要因を
分析し、活かす取組み等
を検討します

・年２回定期的に実施している。
・広報広聴委員会が中心となって運
営している。
・全議員で役割分担している。

・意見や要望を事前アンケートにより
集め、意見交換会の方向性を決め
てはどうか。
・開催回数を増やす。
・もっと柔軟な内容で取り汲めるよう
に要綱の改訂をさらに進めてはどう
か。

課題対象団体に呼び掛けること
も必要だが、幅広い団体から意
見交換の申出も頂くことへも努
力する。
SNS利用の検討、情報発信の運
用強化

継続
今後、時代に合わせ改善
を進めていく。

8 一問一答方式の運用

質問の論点・争点を明確にす
るため、代表質問・一般質問
ともに一問一答方式としてい
る

継続

・代表質問及び個人一般質問ともに
一問一答方式としている。
・「質問等に関するルールの確認に
ついて」を作成している。
・当局に送付する前に議会運営委
員会でチェックしている。

・概ね適正に運用されているが、ま
れにルールが守られていない場合
がある。
・再問ありきの質問が多すぎる。

継続

9 反問権の付与
平成28年第4回定例会で反
問権の行使あり

継続
・平成28年第４回定例会で反問権の
行使があった。 ・あまり行使されない。

令和５年９月定例月議会で、行
使されている。

継続

10 文書質問の活用
H25年9月に文書質問がされ
たが、それ以降はない

継続
・令和元年７月22日及び令和２年
5,6月に実施あり。 ・あまり活用がされていない。 継続

11
法96条第2項による議決事件の追
加

第10条 2つの議決事件を定めている 要検討

市政の方向性に影響する
ような政策、市政全般に
わたる重要な計画等の議
決事件の追加を行ってい
きます

・令和元年9月3日に「長浜市議会の
議決すべき事件等に関する条例」を
制定済み。

・市政の方向性に影響するような政
策・市政全般にわたる重要な計画等
の議決事件の追加。

議決事件の追加の可能性はあ
ることから、必要に応じて対応し
ていくことになる。

継続

12 委員会での議論の場の設定
委員会での質疑の後、議論の
場を設けている

継続

・委員会での質疑の後、議論の場を
設けている。
・各委員会でテーマを決めて進めて
いる。

・議論の進展がない。議員のスキル
アップ必要。
・議論しやすい委員会の環境を。

現在、テーマを定めて進行中で
あり、進展していく中で、問題が
あれば検討を重ねる。

継続

第7条

第9条

第12条

■　長浜市　議会基本条例の検証結果

検証項目 条

昭和２９年９月検証 令和５年度検証

備考
現状等 今後の取組み 具体的に取組む内容 現状 課題

具体的に取組む内容



今後の取り組み

運用等検証事項(条例26条１項) 条例改正等対象事項（2項）

■　長浜市　議会基本条例の検証結果

検証項目 条

昭和２９年９月検証 令和５年度検証

備考
現状等 今後の取組み 具体的に取組む内容 現状 課題

具体的に取組む内容

13 積極的な議案提出

直近では、滋賀国体「水球競
技」の長浜市開催を可能とす
る「多目的温水プール」の新
設を求める意見書を可決した

改善・
拡充

組織的に取組む体制づく
りを検討します

・近年、議案提出が出されていな
い。

・議会力や議員力をつける必要があ
る。
・議員の調査・研究に資するため、
議会事務局職員の調査・法規能力
を高める必要がある。

議運による視察先の事例(茅ケ
崎市議会での政策提言)も検討
していく。

改善・拡充

14 専門機関の設置

これまで設置はないが、専門
家との連携や調査機関を活
用し、市の重要課題に対して
議会独自の視点で対応する
ことが必要である

継続
・これまで専門機関を設置したことは
ない。

・調査案件に応じた学識者の選定
や機関の構成委員の決定プロセス
をどうするか。
・専門機関設置に対する認識が薄
い。
・施策の提案ができていない。

必要に応じて、設置ができる環
境づくりを進めていきたい。

継続

15 行政視察の実施・公表
視察結果は、ホームページ等
で公表している

継続
・視察結果をホームページや議会だ
よりで公表している。

公表の方法は現状のままでよいか。
・行政視察の成果を市民にどう還元
するか。
・委員会の視察結果の公表。

行政視察の成果を議員間で共
有し、活かすことへも努力する。

継続

16 政策討論の実施 第14条
テーマを決め議員間で自由
討議する場を設けていない

要検討
環境づくりをする為に、先
進事例を調査、研究しま
す

・テーマを決め議員間で自由討論
する場を設けていない。

・政策討議の議題となる項目の抽
出、研究検討が必要。

政策討論の議題となる項目等の
調査検討及び研修会実施を進
めていく。

要検討

17 公聴会及び参考人招致の活用
必要に応じ、参考人招致を
行っている

継続

・公聴会は開催していない。
・参考人招致は必要に応じ行ってい
る。

・積極的に活用すべき。
参考人招致の研究を行い積極
的に活用していく。

継続

18 閉会中の常任委員会の開催 開催中 継続 ・開催している。
・この場を十分に活かせているか。
・通年議会となったことから「閉会中」
の文言は適切ではない。

市政の推進状況を把握するため
定期的に開催をしていく。

新第19条第5項を一部改
正し、「定例会の休会中及
び」を閉会中の前に追加

継続

19 政務活動費に関する書類の公表 第16条
収支報告書をホームページ
で公表

継続

・政務活動費に係る収支報告書を
ホームページで公表している。領収
書等は情報公開請求により公開して
いる。

・他自治体では、領収書等も公開し
ているところもある。

領収書等の公開について検討
を進めていく

継続

20
専門家の招聘、市民との懇談会、
議員研修会の開催(年1回以上)

第17条
専門家や有識者を講師として
研修会を開催している

継続
・専門家や有識者を講師として研修
会を開催している。

・研修としての市民との懇談会とはど
のような形で行うのか。

議員の議会力向上を図るため研
修会の実施を進めていく。

継続

21 他の自治体議会との交流及び連携 第18条
研修会や要望活動のため、
敦賀、高島、米原市と協議会
を設置している

継続

・敦賀、長浜、高島三市議会協議
会、長浜、米原市議会連絡協議会
を設置し、研修会や要望活動を行っ
ている。

・協議会の活動が恒常化している。
・課題解決のための連携には、目的
を明確にしたうえで各市議会での調
整や合意を要するため、一定のプロ
セスがいる。

県北部地域での共通課題につ
いて議論を行い、複数自治体で
の要望等に活かす。
敦賀市、高島市、米原市以外の
市との交流を進めていく必要が
ある。

継続

22 議会事務局の機能向上 第19条

滋賀県市議会議長会により龍
谷大学とのパートナーシップ
協定を締結し、機能向上に努
めている

改善・
拡充

法制実務専門員の設置
や、軍師ネットワーク、他
市との連携によりレベル
アップを図ります

・滋賀県市議会議長会により龍谷大
学とのパートナーシップ協定(軍師
ネットワーク)を締結(平成28年７月調
印)し、機能向上に努めている。

・調査及び法制の機能向上等組織
体制の整備を図る必要がある。

法政等の専門職の配置につい
て検討していく。

改善・拡充

23 議会図書室の充実と公開 第20条
図書購入の際、議員アンケー
トを行い、充実を図っている

継続
・毎年、図書の充実を図っている。
・図書購入の際、議員にアンケート
を行っている。

・市民の利用が少ない。
・職員の利用も少ない。

図書室規程の見直しの必要もあ
るが、運用面での工夫改善に努
める

継続

24 予算に対する議員への意見聴取 第21条
全員協議会で説明のうえ、議
員活動に要する予算を確保し
ている

継続

・議会運営及び議員活動に関する
予算は確保している。
・当初予算の要求案内について全
員協議会で説明している。

・一定額の予算が必要な事業を実
施する場合、議会においても削減す
べきところが必要である。
・議員の意見をどう徴取するか。
・庁舎１階フロアに議員在庁掲示パ
ネルの早期設置を。

庁舎１階フロアに議員在庁掲示
パネルの早期設置について、先
進地(米原市庁舎)でのパネル設
置もあり、検討する。

継続

25 議員定数の検討 第22条 H26年8月から26人(4人減) 要検討
定期的に議員定数の適
正化を議論する機会を設
けます

令和４年８月から議員水数を22人に
改正(前回より４人減)

・クォーター制の導入の検討(女性議
員比率UP)。

継続

第12条

第13条

第15条
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26 議員報酬の検討 第23条
長浜市特別報酬等審議会の
答申を受け、H28年4月に改
定(3%増)

要検討
定期的に議員報酬の適
正化を議論する機会を設
けます

・長浜市特別職報酬等の答申を受
け、平成30年改定。

・議員担い手の不足(若者・女性な
ど)解消。
・諸手当制度の新設、政務活動費
の増額等の検討。

諸手当等については、地域の特
性もあり、検討に値するとは思わ
れるが類似都市の状況調査もす
る必要がある。
交通費や扶養手当など違った
制度の導入が必要ではないか。

要検討
・費用弁償
・なり手不足

27
長浜市議会議員政治倫理条例の
遵守

第24条
政治倫理審査会が開催され
たことはない

継続

・政治倫理審査会の構成メンバーの
検討
・ハラスメント根絶に関する決議(令
和5年6月)

・政治倫理審査会の構成メンバーの
検討。
・ハラスメント対策の研究。
・基本条例への追記がでは。

政治倫理審査会の構成メンバー
について、県内でもばらつきが
ある。迅速さが求められるケース
もあり、検討を重ねる。

政治倫理基準について、
他都市とバランスが取れて
いない項目もある。現実に
合せ条例見直しも必要。

要検討

28 改選後の研修の実施 第25条 改選後に研修を行っている 継続

・改選後に研修を行っている。
・議会基本条例や関連例規を綴っ
た「長浜市議会提要」を作成してい
る。

・議員としての活動がスムーズに行
えるような効果的な研修オリエン
テーションが必要。
・議員による研修の企画。

継続し研修会を実施していく。 継続

29
条例の目的の達成度に関する評価
と検証

第26条
H29年1月から検証作業に取
組み、有識者(第3者)の評価、
結果の公表を実施

継続

平成29年度に検証作業を行い、検
証結果を公表している。
・その際、有識者(第３者)の評価も得
ている。

・検証結果をこれからの議会運営に
活かすためのしくみづくりが必要で
ある。
・必要に応じて条例の見直し等が必
要。

検証はされているが条例改正が
出来ていない。検証項目によっ
ては、市民の権利の保障に関わ
るものもある。他都市では制定後
数回実施されている。

大津市では「市議会会議
規則」を条例化している。
(市議会委員会条例と整合
性を図る必要も) 継続
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検証・見直しに当たり、条文追加の
検討すべき事項

追加 基本理念(基本方針含む)
議会の基本理念が明確に定めてい
ない

基本理念を定める必要がある

第１条において、「議会の基本
理念及び運営原則並びに議員
の活動原則を定める」と規定され
ていることを踏まえ、規定するこ
とが必要である。

新第3条を新たに追加し
（議会の基本理念）の条文
を追加する。

継続

追加 災害時の議会対応
議会業務継続計画（BCP)を策定済
みである

災害発生時の議会の対応が明記さ
れていない

既存の規則等との整合性を図る
必要がある。

新第6条を新たに追加し
（災害等発生時おける議
会対応）の条文を追加す
る。

継続

追加 通年議会(会期)
令和4年8月から通年議会を導入し
ている。

通年議会による会期であることの明
記になっていない。

運用状況と整合性を図る必要が
ある。

新第4条第2項を新たに追
加し「通年議会（会期）」関
係の条文を追加する。

継続

追加 議会改革(の推進)
社会環境、経済情勢等の変化
により新たに生ずる課題等に対
応することが必要である。

新第4条第2号の条文中に
関係条文を追加する。

継続

追加 評価機能の強化

市の施策の目標設定に対する
達成進捗状況や決算審査にお
いて、市民目線・費用対効果の
視点で審査及び評価を行うこと
が必要である。

新第15条を新たに追加し
（審査及び評価）の条文を
追加する。

継続

追加
委員会のオンライン会議
(情報通信技術の活用)

全国市議会議長会では、地方自治
法に位置づけられたものではないた
め、オンラインでの開催は例外的な
措置とすると見解をしめしている。

開催の条件、秘密会への対応、参
考人の招へいなど運用面の整理が
必要

運用面の整理を引き続き検討す
る。

新第6条を新たに追加し
（災害等発生時おける議
会対応）の条文を追加す
る。

継続

追加
常任委員会の委員会代表質
問

専門的視点を生かした常任委員
会の代表者による一般質問な
ど、多様な立場や観点から質問
できる機会を確保することが必
要である。

新第11条を新たに追加し
（一般質問）の条文中に関
係条文を追加する。

継続

追加 出産・育児休暇制度の創設

関係法令では出産・育児休暇制度
の規定があるが、基本条例のなかで
は議員の制度について明記された
ものはない。

現行市議会会議規則第2条に関
連規定があるため、同規則の中
での検討が必要である。

要検討


